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【白石市】  

１人１台端末の利活用に係る計画 

 

１．１人１台端末を始めとするＩＣＴ環境によって実現を目指す学びの姿 

「第２期白石市学校教育情報化推進計画」において，児童生徒の資質・能力を育成するため

の方策を以下のとおり示している。 

ＩＣＴの活用は令和の日本型学校教育の前提であり，教育の質を向上させ，子どもたちの資

質・能力を伸長させていくためには，これまでの実践とＩＣＴを最適に組み合わせて有効に活

用するという視点が重要である。ＧＩＧＡスクール構想で整備した１人１台端末の利活用をと

おして，個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実を図り，学習指導要領で求める「主体

的・対話的で深い学び」を実現し，Society5.0時代を生き抜く資質・能力を育んでいく。 

基本方針１ ＩＣＴを活用した児童生徒の資質・能力の育成 

① 情報活用能力の育成に向けたカリキュラム・マネジメント 

ア 「白石市情報活用能力(重点事項)」を踏まえた実践並びに必要に応じて内容を見直

し，改訂を行う。 

イ 校種間の系統性を踏まえたプログラミング教育を推進する。 

ウ 教科横断的に情報モラルに関する指導を計画的に実施する。 

② 主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善 

ア １人１台端末を活用し，個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実を図る。 

イ 児童生徒に応じて「リアル」と「デジタル」を適切に組み合わせた学びを推進する。 

③ 子どもの特性を踏まえた学びの推進 

ア 特別な支援を要する児童生徒の学びの困難さを軽減できるようなＩＣＴを活用した支

援を充実させる。 

イ 病気療養や感染症により，やむを得ず登校できない児童生徒や不登校児童生徒に対し

て，引き続き，ＩＣＴを活用した学習機会の保障に努める。 

 

２．GIGA第１期の総括 

本市では，国が進めるＧＩＧＡスクール構想事業を活用し，令和２年度末に市内全小・中学

校児童生徒に学習者用１人１台端末とオンラインで利用できる環境を整備し，学校現場のＩＣ

Ｔ化を早期に進めてきた。 

実質，１人１台端末導入初年度となった令和３年度は，教員間，学校間での格差を生じるこ

となく活用を図ることができるかが大きな懸念事項であったが，ＩＣＴ支援員の配置により，

全ての学校で端末を活用した授業が日常的に行われるようになった。様々な機器トラブルや端

末操作支援はＩＣＴ支援員が対応することで，教職員の業務負担が軽減され，授業や児童生徒

と向き合うことに集中することができたと捉えている。学校現場に任せていただけでは，ここ

までの活用は難しかったのではないかと考える。 

令和４年度からは，「授業での端末活用の充実」を重点とし，ＩＣＴ支援員に変わり，宮城

県教育委員会の人事交流制度を活用し，教育委員会に情報担当指導主事を２名配置した。この

ことによって，教育現場での経験を行政に活かし，教育委員会と学校とがより密着して連携を

図りながら，授業でのＩＣＴ活用をはじめとする学校教育の情報化を一層推進することにつな

がった。また，個別最適な学びを推進するために，市内全小・中学校にＡＩドリルを導入した。

ＡＩドリルは，解答内容や解答時間から一人一人のつまずきを分析して，問題が出題されるた



 

 

め，効率よく個に応じた知識や技能を習得する学習が可能となる。各学校でこのＡＩドリルを

利用する学習の時間や場面を設定したことで，児童生徒の知識・技能面での定着が図られた。 

また，個に応じた指導が求められる特別支援学級の児童生徒の学習においてＡＩドリルを活

用した個別最適な学びが展開されている。自宅や市教育支援センターといった学校以外の場で

あっても，教室以外の別室であっても，オンラインで授業に参加できる仕組みを構築したこと

により，学校を休みがちな児童生徒に対する学びの保障が図られた。このように，ＩＣＴが教

員だけでなく，児童生徒にも「学びの道具」として定着しつつある。 

 

３．１人１台端末の利活用方策 

(1) １人１台端末の積極的活用について 

１人１台端末の利活用を促進するためには，各校の教員がＧＩＧＡスクール構想の趣旨や

中央教育審議会答申の理解を深め，自身のＩＣＴ活用指導力を向上させていくことが大切だ

と考える。教員のＩＣＴ活用指導力の向上を目的とした方策を２点挙げる。 

１点目は，ＩＣＴ活用に関する研修の計画的な実施である。本市では，教育委員会が主催

する研修会の内容を，主に３点（①教科指導におけるＩＣＴ活用，②情報モラル，③プログ

ラミング教育）とし，毎年実施している。 

令和４年度「情報モラル研修会」   講師：文部科学省 ＩＣＴ活用教育アドバイザー 

令和５年度「教科指導におけるＩＣＴ活用」 講師：文部科学省 GIGA StuDX推進チーム 

令和６年度「教科指導におけるＩＣＴ活用，プログラミング教育」 講師：市内教員２名 

令和４，５年度は外部から招聘した講師による研修会を実施し，令和６年度は宮城県教育

委員会主催のリーダー研修会を受講した市内教員２名を講師とした研修会を実施した。また，

本市では各校においてＩＣＴに関する校内研修を年間３回以上実施している。その研修内容

は前述した３点の内容であるが，これらの研修会を通して，教員のＩＣＴ活用指導力を着実

に向上できるよう，今後も支援していく。 

２点目は，校務における１人１台端末の活用である。これは，全国の先進的な取組を行っ

ている自治体において，「教員が校務に普段使いすることで，授業でもＩＣＴの活用が進ん

だ」という好事例があるからである。本市は，「Google Workspace for Education」などを

用いて校務ＤＸの実現を目指して取り組んでいるところであり，クラウドサービスを活用し

たことで事務作業の効率化を図ることができた等，その利点を感じている。今後は，ＩＣＴ

を活用した校務で得たスキルやアイディアを授業で生かし，児童生徒の学びに正の作用をも

たらせるよう，継続して支援していく。 

 

(2) 個別最適・協働的な学びの充実について 

本市では，各教科で育成すべき資質・能力等を把握した上で，ＩＣＴを主体的・対話的で

深い学びの実現に向けた授業改善に生かすとともに，従来は伸ばせなかった資質・能力の育

成やこれまでできなかった学習活動を実施可能とするために，ＡＩドリルや授業支援クラウ

ド，デジタル教科書等，ソフトウエアの整備を行ってきた。市内各校において，これらのソ

フトウエアを活用した授業改善が推進されたことにより，教員のＩＣＴ活用指導力が向上す

るとともに，児童生徒が自ら課題を見つけ，情報を収集し，整理分類をしながら考えをまと

め解決するといった課題解決能力も着実に向上している。 

今後は，自立した学習者の育成を目指し，個別最適な学びと協働的な学びをより一層充実

させていかなければならない。児童生徒がＡＩドリルを用いて自分の理解度や進度に合わせ

自己調整を働かせている授業，授業支援クラウドを用いて他者参照・共同編集をしながら自

分の考えを形成し合意形成を図る授業などが，当たり前となるよう，教育委員会として，先



 

 

進的な取組についての情報発信・研修会の実施・授業づくりへの参加など伴走型支援を積極

的に行っていく。 

 

(3) 学びの保障について 

本市では，各校の教室で行っている授業をオンライン配信し，児童生徒の学びの保障を図

っている。例えば，学校を休みがちな児童生徒が自宅からの参加を希望した場合，教室で参

加している児童生徒同様に授業の様子を見ることができるだけでなく，教員が配信した授業

支援クラウド上で自分の考えを表現することも可能である。しかし，現在はリアルタイムで

の配信が中心となっているため，児童生徒が自分のペースに合った学び方に選択できない状

況にある。今後は，オンデマンド教材を活用した学び方を検討するとともに，オンデマンド

化できる動画教材の整備についても検討していく。 

また，外国籍の児童生徒，障害のある児童生徒など，特別な支援を要する児童生徒への学

びの保障としてデジタル教科書やＡＩドリルが有効だと考える。これらのソフトウエアを十

分に活用し，切れ目のない学びを保障していく。 

 


